平成28年度第1回鎌倉市障害者福祉計画推進委員会　要旨

日時：平成28年8月26日（金）18時から20時

場所：鎌倉市役所　第四分庁舎　822会議室A・B

出席者：（委　員）岸川委員長、寺田副委員長、湯浅委員、氏家委員、相澤委員、國分委員、中川委員、鈴木委員、丸山委員、内藤委員、望月委員、赤枝委員

（幹　事）内海健康福祉部長、田中健康福祉部次長（生活福祉課長事務取扱）、大澤健康福祉部次長（福祉総務課長事務取扱）、平井こどもみらい部次長（こども相談課長事務取扱）、小柳出こどもみらい部次長（こどもみらい課長事務取扱）、田中発達支援室長、杉並教育指導課長、安田障害者福祉課長

（事務局）柴田課長補佐、伊藤職員、久木田職員

１　議題
（１）鎌倉市障害者福祉計画推進委員会委員長及び副委員長の選出について
委員長に岸川委員、副委員長に寺田委員が選出され、承認された。
（２）障害者福祉計画推進会議及び推進委員会について
（事務局）資料2「鎌倉市障害者福祉計画推進会議設置要綱」、資料3「鎌倉市障害者福祉計画推進委員会条例」、資料4「鎌倉市障害者福祉計画推進委員会条例施行規則」に基づいて、説明。
　　　　（以下、鎌倉市障害者福祉計画推進委員会は「推進委員会」、鎌倉市障害者福祉計画推進会議は「推進会議」とする。）
（委員）この推進委員会の委員は、障害者福祉計画に対しての意見を発言するという立場でいいのか。もしくは、発言後に作成委員として自分で自分の案に対して、作りこむための何かをしなければいけないことになるのか。
（事務局）障害者福祉計画自体の案を作るということはない。
（事務局）資料14「障害者福祉計画（障害者基本計画・障害福祉サービス計画）比較表」、「第2期障害者基本計画」及び「第4期障害福祉サービス計画」を用いて、障害者基本計画並びに障害福祉サービス計画を説明。資料5「平成28年度鎌倉市障害者支援協議会　関係図、委員名簿」に基づき、推進委員会、推進会議、障害者自立支援協議会の関係について説明。
　　　　（以下、障害者基本計画を「基本計画」、障害福祉サービス計画を「サービス計画」障害者支援協議会を「協議会」とする。）
（委員）推進委員会に協議会から意見が提示されてくるのがポイントだと思う。ここで議論して、協議会に課題を提示することができるということか確認したい。

（委員）法律が改正されて積極的に意見を聞くという形式と読み取れる体制になっている。協議会から上がった地域の課題がこちらの会議にあがってくれば、それを計画の中にどう盛り込んでいくか、逆に計画には入っているが地域で解決しなければいけない課題を協議会の方にも投げて一緒に解決していくと解釈できる位置づけになっていると思う。
（３）平成27年度障害者福祉計画推進状況報告書（案）について
（事務局）資料6「平成27年度障害者福祉計画推進状況報告書ダイジェスト版（案）」と資料7「平成27年度障害者福祉計画推進状況報告書案（案）」を用いて説明。
（委員）前年度に障害者福祉計画の進捗を確認、協議する中で、平成30年度からのサービス計画の中で取り扱うべきだと思った項目が幾つかあり、課題を整理して欲しい。これらを議論する時間はないので、メール等で質問はして良いか。
（事務局）審議している時間はとれないので可とする。
（委員）グループホームが足りないという意見が出て来ているのに、推進状況報告書ダイジェスト版16ページの（ウ）でなぜ実施率が92％という数字になっている。空きがあるとも読めるが、もし足りているならば、「グループホームが欲しい」という意見は出ない。この実態が一体どうなっているのか分析してみなければならない。また、17ページの「地域活動支援センター」の実施率が173％というのは疑わしい。27年度の見込みは11か所265名だが、27年度の市内の実績は11か所461名と倍近く増えている。これでさらに増えたらパンクしてしまうのではないか。このように実態と数字がかけ離れているところがある。次期策定の計画で、サービス量を決めなくてはならないが、サービス量を決める時にこの数字を参考に決めていいのか。

（事務局）地域活動支援センターの数字の出し方が昨年度の出し方と変わり、今年度は地活I型いわゆる「とらいむ」と「キャロットサポートセンター」が今までの実績の中に入ってなかったことが分かり、数が急激に増えている。
（委員）それは書いておく必要がある。
（事務局）こちらについては、脚注で入れることとする。
（委員）26年度のアンケート結果について、ページ数を割いたということは、評価出来ると思う。これまでアンケートの存在そのもの、或いはその活用という面で、当事者の家族からどういう形で使っているのかという疑問が出ていた。私共の施設では、積極的に今回のアンケートに答えていこうと知的障害の施設と連携し、回答をお願いしたという面も大きかったと思う。自由記述でも今のグループホームの話や当事者からの話が多く出ている。今までの傾向として、消極的な見込み量の出し方で第2期のサービス計画の目標値を定めた部分があったと思う。今回は実際の需要量の把握をして、その手法も工夫して行く必要があると思う。いずれにしても、毎年度のこのアンケートをもう少し積極的に活用する、あるいは詰めるという姿勢を持ちながら当事者や地域の意見を集めて欲しい。
（委員）今回の311件の意見を次期の計画に反映できるようにしたい。数値の出し方などについては、国の指針などを参考にしながら鎌倉市として検討して行く必要があるのではないか。
（委員）皆さんに広く配るダイジェスト版にアンケートの集計結果のグラフとアンケートの実施期間の記載を要望したい。
（委員）ダイジェスト版にもアンケートの集計結果、特にグラフを中心に載せる方が良い。
（委員）アンケートの結果にコメントの内容の主なものをまとめて、整理が出来ると良い。次のステップとして目標値の設定や計画の策定を進めるという上で、今の障害者を取り巻く課題や事業所で課題になるようなことを挙げていくことが必要では。仮説検討まですべき。
（４）障害者福祉計画作成スケジュールについて
（事務局）資料8～12に基づき、障害者福祉計画作成スケジュールについて説明。
・計画を作成する上でベースとなるような現況の調査として、障害者団体などからの直接ヒアリングと障害者の方とそれ以外の一般の方に向けてアンケート形式による調査を考えている。
・5つの行政地域において直接障害者やその家族、支援者の声を聞く意見交換会を今年度10月から11月に実施予定。障害福祉計画の見直しと作成への基礎資料とする。
・前回は、「アンケート」としたが例年実施している推進状況報告書に付随するアンケートとの差別化を図るため、「実態調査」と名称を変えている。
・資料10に基づき、調査の目的・調査対象・調査内容を説明。
・1月下旬開催予定の第2回鎌倉市障害者福祉計画推進委員会前に意見交換会を実施し、この意見交換会の内容について報告したい。
・毎回、推進状況報告書と一緒に配布していたアンケートを今回実施するかどうか。また、実施するのであれば、その内容が今までのものと同じでよいのかどうか意見が欲しい。
・平成29年度は平成30年度の策定に向け、推進委員会、推進会議を年4回程度開催予定。
・推進状況報告書（案）及び実態調査（案）について、9月末までに意見があれば配布した意見用紙に記入の上、提出して欲しい。
（委員）推進状況報告書に対するアンケートと障害者福祉計画策定に係る実態調査を行う必要があるが、時期が重なり、内容も重複していることもあるのでは。
（委員）似たような内容なので、新しい計画を策定するためのアンケートだけで良いのでは。
（委員）実態調査の対象者について、障害者基本計画にも掲載されているが、身体障害者については、74％が65歳以上だという実態がある。高齢になって、身体的な問題が出て、身体障害者手帳を取得する方がいる。そういった実態がある中で、この身体障害者5,000という数をベースにして基本計画、あるいはサービス計画のサービス量を見込むことが良いのか悩むところ。もし、可能であれば、一つの方法として、身体障害者手帳については、介護保険の認定を受けているかをマッチングさせることが出来るかどうか。介護保険を使ってない人がいわゆる「身体障害者」として地域で暮らしている方なのではないか、それに近いのではないか。知的障害、精神障害の方と同じように、障害者全体の割合から見てほぼ同率になるように抽出するのはどうか。

（委員）データの抽出方法についての懸念は、無作為に抽出する中で身体障害に関しては介護保険を利用しているかを分かるようにして、後から分析時に注釈をつけるかどうかということでよいか。

（委員）65歳以上になって、初めて身体手帳を取られた方と65歳以前に身体障害者手帳を持っていた方とは、平成30年度から取り扱いが全く別になる。65歳以前に身体障害者手帳を持っていた方は、介護保険に切り替わった時に介護保険の負担分は障害福祉の方から補填するという形になる。お金が関係してくるので、時間をかけて対象者抽出について考えていくべき。アンケートを無作為にやるというのは問題。高齢者福祉計画のアンケートの障害と関わる部分の表現方法についても調べておいて欲しい。

（委員）最初から対象者を限定してしまうのは非常にリスクがあるのでは。例えば、介護保険対象者を除く場合、常にアンケート結果にその旨を記載しなければならない。また、その除かれた方たちから見れば、「障害者としての立場」からの意見が除外されることになる。彼らも障害者であるという状況の中で、意見を障害者福祉計画に反映させる機会を最初から除外することには懸念がある。
（委員）無作為にしてしまうと引っかかる物と引っかからない問題が出てくる。
（委員）集計時あるいは最初から大きい括りの中で捉えて行くのはどうか。
（委員）重複障害の方をどうカウントするのか、きちんと把握できるように項目を設定する必要がある。次期の計画で障害児の計画を立てなければならない中で、発達障害の児童が「精神障害者」の中に入っているということを意識しながら計画の策定を進めていくべき。
（５）その他
（事務局）第2回の推進委員会の日程は１月実施予定で調整中。平成27年度の障害者福祉計画推進状況報告書の作成の審議の他に、障害者福祉計画達成に掛る実態調査法案との確定の審議、意見交換会の実施結果について報告したい。改めて、開催のお知らせや資料は送付する。

（委員）共同生活援助について、数があれば誰でも入居出来るということではなくて、関係性がすごく大事で、仲間と合う子でないと入れない、入れられない。少し行動障害があったりすると、一人は受け入れられるけれども、それ以上になるとグループホームが成り立たなくなってしまう。そういった問題が数字にはなかなか現れない部分をしっかり示して欲しい。

（委員）推進委員会を通して、アンケートを配って貰えると良い。
（委員）障害者という者をもう少し認知をして貰い、社会全体に知ってもらう事を考えるのであれば、誰が見ても分かる今の問題点を整理するという事が大事だと思う。直近の目標と五年後のビジョン、十年後のビジョン、この世の中をどういうふうに障害者にとって住み良いものにして行くのかというビジョン、そういう物を具体的な直近の内容の他に将来こうしたい、ああしたいという事も取り込んでいければ、尚良いと思う。
